
便その他の文書の発送 ５　郵便その他の文書の発送 ５　郵便その他の文書の発送

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 200人 200人 200人 200人

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 76千円 県支出金 65千円

事業の財源 11,325千円 市債 0千円 12,148千円 市債 0千円

その他 1,356千円 その他 500千円

一般財源 9,893千円 一般財源 11,583千円

職員数/人件費 正 1.3人 会計任 0.7人 9,977 千円 正 1.3人 会計任 0.7人 9,977 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 119人 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　例規サポートシステムの活用及び文書事務研修を 　更なる職員の公文書作成能力の向上及び適正な法 現状維持 ○ 財源
実施し、起案をはじめ職員の公文書作成能力の向上 制執務の推進を図るため、文書事務研修及び法制執
に努めた。 務研修を引き続き実施する。 見直して継続 拡大
　職員に対し継続して文書事務研修及び法制執務研 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 修を実施し、公文書作成能力を更に高めていく必要 縮小 削減
がある。 事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：11安定した行政経営 指 標 名 職員の法規研修受講者数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 224

○基本的政策：01公正で透明性の高い行政事務の推進 指標の目標値 200人 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 総務課

　 関 係 法 令 　地方自治法、東近江市公印規則、東近江市文書管理規程、東近江市公文例規程、東近江市法規審査 －
会規程

○ 施策 ：01適正な法制執務の推進 市 条 例 等 作　　成　　者 塚本　修司

事務事業名 　条例・規則等の審査、例規集の更新、文書の発送等を行います。
関連計画

文書法規事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 010000
算

款   項   目 020102

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　文書事務研修、法制執務研修 １　文書事務研修、法制執務研修 １　文書事務研修、法制執務研修 １　文書事務研修、法制執務研修
　・文書事務研修の開催（新規採用職員対象） 　・文書事務研修の開催（新規採用職員対象）   
　・法制執務研修の開催（在職５年目、10年目及び 　・法制執務研修の開催（在職５年目、10年目及び   
　　15年目の職員対象） 　　15年目の職員対象）   
    
２　例規集データ更新 ２　例規集データ更新 ２　例規集データ更新 ２　例規集データ更新
    
３　条例、規則等の審査 ３　条例、規則等の審査 ３　条例、規則等の審査 ３　条例、規則等の審査
　・条例34件　規則39件　告示268件　訓令３件    

主な事業内容 　　公告121件    
    

（年次計画） ４　例規システムの維持管理 ４　例規システムの維持管理 ４　例規システムの維持管理 ４　例規システムの維持管理
    

Plan 1 ５　郵便その他の文書の発送 ５　郵



５　議会の開会関連事務 ５　議会の開会関連事務 ５　議会の開会関連事務
（年次計画） 　・地方自治法に基づく議会招集等手続（６月、 　・地方自治法に基づく議会招集等手続 　・地方自治法に基づく議会招集等手続 　・地方自治法に基づく議会招集等手続

　　９月、臨時会、12月、３月）    
Plan 1     

６　自衛官募集啓発事務 ６　自衛官募集啓発事務 ６　自衛官募集啓発事務 ６　自衛官募集啓発事務
（実績） 　・入隊者１人、入校者１人 　・自衛隊募集に関する啓発 　・自衛隊募集に関する啓発 　・自衛隊募集に関する啓発

　・広報紙掲載４回、自治会回覧１回    
Do 2 　・横断幕掲示    

    
７　公益通報取扱事務 ７　公益通報取扱事務 ７　公益通報取扱事務 ７　公益通報取扱事務
　 　 　 　
８　顧問弁護士相談 ８　顧問弁護士相談 ８　顧問弁護士相談 ８　顧問弁護士相談
    
９　債権管理に関する事務 ９　債権管理に関する事務 ９　債権管理に関する事務 ９　債権管理に関する事務
　・債権放棄件数56件

指標の年度目標値 200人 200人 200人 200人

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 5,789千円 市債 0千円 6,217千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 5,789千円 一般財源 6,217千円

職員数/人件費 正 1.1人 会計任 0.01人 7,173 千円 正 1.05人 会計任 0.01人 6,769 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 119人 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　各所属の要請に応じて進める事務が多いところ、 　効率性の中にも正確性が求められることから、課 現状維持 ○ 財源
法的根拠を確実に整理した上で、正確性及び効率性 内の法的な知識の習得及び向上並びに連携を一層高
を鑑みて実施することができた。 めていく。 見直して継続 拡大
　債権管理に関し、徴収不能債権の放棄を適正に行 　債権管理に関し、今後も継続して各所属の支援を 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 うことができるよう、今後も継続し

東

て各所属の支援 実施し

近

ていく。 縮小 削減
を行

江

う必要がある。 事業統

市

合 人員
Check 3

総

手段見直

休止・廃止 拡

合

大
現状 ○

完了 削減

計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：11安定した行政経営 指 標 名 職員の法規研修受講者数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 281

○基本的政策：01公正で透明性の高い行政事務の推進 指標の目標値 200人 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 総務課

　 関 係 法 令 　地方自治法、地方税法、東近江市固定資産評価審査委員会条例、自衛隊法、公益通報者保護法、東 －
近江市公益通報取扱要綱

○ 施策 ：01適正な法制執務の推進 市 条 例 等 作　　成　　者 塚本　修司

事務事業名 　固定資産評価審査委員会の開催と円滑な委員会活動事務、町字境界の確定事務、議会招集・報告・
関連計画送付事務、自衛官募集啓発事務、市民総合賠償補償保険加入及び相談事務、公益通報取扱及び相談窓

総務一般管理事務 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計口事務、顧問弁護士相談等を行います。

大事業コード 020000
算

款   項   目 020101

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　固定資産評価審査委員会事務 １　固定資産評価審査委員会事務 １　固定資産評価審査委員会事務 １　固定資産評価審査委員会事務
　・委員会３回　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　
    
２　行政不服審査会事務 ２　行政不服審査会事務 ２　行政不服審査会事務 ２　行政不服審査会事務
　    
　 　 　 　
３　市民総合賠償補償保険の加入 ３　市民総合賠償補償保険の加入 ３　市民総合賠償補償保険の加入 ３　市民総合賠償補償保険の加入
    
４　市町界、字界、住居表示の事務 ４　市町界及び字界に関する事務 ４　市町界及び字界に関する事務 ４　市町界及び字界に関する事務

主な事業内容 　 　   
５　議会の開会関連事務



用管理 ４　文書管理システムの運用管理 ４　文書管理システムの運用管理
（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 15,000箱以下 15,000箱以下 15,000箱以下 15,000箱以下

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 556千円 市債 0千円 961千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 556千円 一般財源 961千円

職員数/人件費 正 1.8人 会計任 1.59人 16,519 千円 正 2.5人 会計任 1.01人 19,784 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 14,821箱 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　文書の引継ぎ及び保存期間が到来した文書の選別 　保存年限が到来した公文書の選別及び廃棄作業の 現状維持 ○ 財源
及び廃棄を適正に行った。 確実な実施並びに新たに引き継ぐ公文書の削減が図
　歴史的公文書の電子化及び刊行物の収集を行い公 れるよう職員への周知を徹底する。 見直して継続 拡大
開に向けた整備を進めた。 　文書の電子化を段階的に実施し、公文書の検索性 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 　保管スペースを確保するため、保存する文書量の の向上、決裁過程の記録のほか紙文書の削減につな 縮小 削減
削減が必要である。 げる。 事業統合 人員

Check 3 　歴史的公文書の資料整備を計画的に進める。 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：11安定した行政経営 指 標 名 保存文書箱数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 109

○基本的政策：01公正で透明性の高い行政事務の推進 指標の目標値 15,000箱以下 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 総務課

　 関 係 法 令 　東近江市歴史的公文書等の収集及び保存に関する規程、東近江市歴史的文書の閲覧等に関する要綱 －
、東近江市文書管理規程、東近江市マイクロフィルム文書取扱規程

○ 施策 ：02適正な公文書の保存・管理 市 条 例 等 作　　成　　者 塚本　修司

事務事業名 　公文書の整理保存、収集廃棄及び公文書の利用相談、貸出業務を行います。また、市政情報の発信
関連計画のため、市誌及び歴史的公文書の収集、管理並びに目録の作成等を行います。

公文書管理事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 030000
算

款   項   目 020102

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　公文書の保存、廃棄、閲覧及び貸出業務 １　公文書の保存、廃棄、閲覧及び貸出業務 １　公文書の保存、廃棄、閲覧及び貸出業務 １　公文書の保存、廃棄、閲覧及び貸出業務
　・新規文書　971箱    
　・廃棄文書　977箱    
　・閲覧文書　341件    
　・貸出文書　254件    
    
２　歴史的公文書の収集、管理及び公開業務 ２　歴史的公文書の収集、管理及び公開業務 ２　歴史的公文書の収集、管理及び公開業務 ２　歴史的公文書の収集、管理及び公開業務
    
３　市誌・資料の収集及び公開業務 ３　市誌・資料の収集及び公開業務 ３　市誌・資料の収集及び公開業務 ３　市誌・資料の収集及び公開業務

主な事業内容     
４　文書管理システムの運用管理 ４　文書管理システムの運



会の設置 　・個人情報保護審査会の設置 　・個人情報保護審査会の設置
    

（年次計画） 　・個人情報開示事務 　・個人情報開示事務 　・個人情報開示事務 　・個人情報開示事務
　　個人情報開示請求件数　22件 　 　 　

Plan 1 　　（全部開示３件　部分開示18件　不開示１件）    
    

（実績） 　 　・個人情報保護研修 　・個人情報保護研修 　・個人情報保護研修
    

Do 2 ３　情報コーナーの設置 ３　情報コーナーの設置 ３　情報コーナーの設置 ３　情報コーナーの設置
　・市議会議案等を自由に閲覧できる場の提供 　・市議会議案等を自由に閲覧できる場の提供 　・市議会議案等を自由に閲覧できる場の提供 　・市議会議案等を自由に閲覧できる場の提供

指標の年度目標値 9日 9日 9日 9日

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 231千円 市債 0千円 420千円 市債 0千円

その他 14千円 その他 20千円

一般財源 217千円 一般財源 400千円

職員数/人件費 正 0.85人 会計任 0人 4,471 千円 正 0.75人 会計任 0人 4,107 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 11.6日 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　公文書公開請求及び個人情報開示請求に適正かつ 　職員研修などを通じて公文書公開請求及び個人情 現状維持 ○ 財源
迅速に対応できるよう各所属への指導助言を行った 報開示請求に係る制度への更なる理解を深め、より
。 迅速な事務処理を遂行する。 見直して継続 拡大
　個人情報を適正に取り扱うため、全ての職員が法 　個人情報の保護に関し、法律の理解を深めるとと 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 制度に関する理解を深める必要がある。 もに適正な取扱いを図るため、個人情報保護研修を 縮小 削減
実施する。 事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：11安定した行政経営 指 標 名 情報公開平均処理日数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 110

○基本的政策：01公正で透明性の高い行政事務の推進 指標の目標値 9日 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 総務課

　 関 係 法 令 　東近江市情報公開条例、東近江市情報公開審査会規則、個人情報の保護に関する法律、東近江市個 －
人情報の保護に関する法律施行条例、東近江市個人情報保護審査会規則

○ 施策 ：03適正かつ円滑な情報公開 市 条 例 等 作　　成　　者 塚本　修司

事務事業名 　市政に対する市民の知る権利を尊重するため、情報公開条例に基づく公文書の公開を行います。あ
関連計画わせて、個人の権利利益の保護を図るため、個人情報の保護に関する法律に基づき個人情報を適正に

情報公開・個人情報保護事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計取り扱います。

大事業コード 040000
算

款   項   目 020102

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　情報公開請求に係る事務 １　情報公開請求に係る事務 １　情報公開請求に係る事務 １　情報公開請求に係る事務
　・情報公開審査会の設置　　 　・情報公開審査会の設置　　 　・情報公開審査会の設置　　 　・情報公開審査会の設置　　
　　審査会１回    
　・情報公開事務 　・情報公開事務 　・情報公開事務 　・情報公開事務
　　情報公開請求件数　69件 　 　 　
　　（全部公開17件　部分公開37件 　 　 　
　　　不存在非公開９件　取下げ６件）　 　 　 　
　 　 　 　
２　個人情報開示請求に係る事務 ２　個人情報開示請求に係る事務 ２　個人情報開示請求に係る事務 ２　個人情報開示請求に係る事務

主な事業内容 　・個人情報保護審査会の設置 　・個人情報保護審査



事考課システム保守
　 　 　 　

主な事業内容 ２　給与管理 ２　給与管理 ２　給与管理 ２　給与管理
　・給与・手当支給 　・給与・手当支給 　・給与・手当支給 　・給与・手当支給

（年次計画） 　・給与等の公表 　・給与等の公表 　・給与等の公表 　・給与等の公表
　・昇給・昇格（人事考課結果の反映） 　・昇給・昇格（人事考課結果の反映） 　・昇給・昇格（人事考課結果の反映） 　・昇給・昇格（人事考課結果の反映）

Plan 1 　・公務災害･労災 　・公務災害･労災 　・公務災害･労災 　・公務災害･労災
　・情報システムの保守 　・情報システムの保守 　・人事給与システムサーバー更新 　・情報システムの保守

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 1,044人 1,031人 1,044人 1,049人

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 299千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 27,543千円 市債 0千円 28,077千円 市債 0千円

その他 590千円 その他 1,132千円

一般財源 26,654千円 一般財源 26,945千円

職員数/人件費 正 6.3人 会計任 0.86人 41,971 千円 正 6.3人 会計任 0.6人 40,714 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 1,030人 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　人事管理については、本市の行政を円滑に進めら 　業務改善や人事給与システム改修を継続的に取り 現状維持 財源 令和８年度
れるよう採用や配置などを行った。 組むことにより、事務事業の効率化を図り、時間外 　人事給与システムサーバー更新による事業費の増
　給与管理については、事務処理の軽減と効率化を 勤務の削減に努める。 見直して継続 拡大 ○
図るため、一部システム改修を行った。より一層、 拡大 ○ 現状

事務事業の改善内容 時間外勤務の削減につなげるため、業務委託及びシ 縮小 削減
ステム更新を図り、事務の効率化を進める必要があ 事業統合 人員

Check 3 る。 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：11安定した行政経営 指 標 名 職員数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 6797

○基本的政策：02職員力・組織力の向上 指標の目標値 1,049人 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 人事課

　 関 係 法 令 　地方公務員法、女性活躍推進法、東近江市職員定数条例、東近江市職員の給与に関する条例　ほか みんなで支えあう
仕事と家庭の両立

○ 施策 ：01適正な人事・定員管理 市 条 例 等 作　　成　　者 西浦　正朝プラン（特定事業

事務事業名 　職員の定員管理の適正化を図り、人事・給与管理を行います。また、公平・公正な人事考課制度の 主行動計画）
関連計画運用に基づき、職員の能力や業績を評価し、給料等へ反映します。併せて、公務員倫理の徹底に取り

人事・給与管理事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計組みます。

大事業コード 010000
算

款   項   目 020104

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　人事管理 １　人事管理 １　人事管理 １　人事管理
　・服務管理 　・服務管理 　・服務管理 　・服務管理
　・職員採用（採用者数50人） 　・職員採用 　・職員採用 　・職員採用
　・組織・配置異動・任用　 　・組織・配置異動・任用　 　・組織・配置異動・任用　 　・組織・配置異動・任用　
　・分限・懲戒処分 　・分限・懲戒処分 　・分限・懲戒処分 　・分限・懲戒処分
　・人事考課・考課者研修 　・人事考課・考課者研修 　・人事考課・考課者研修 　・人事考課・考課者研修
　・職員行動指針（クレド）の運用 　・職員行動指針（クレド）の運用 　・職員行動指針（クレド）の運用 　・職員行動指針（クレド）の運用
　・人事考課システム開発業務 　・人事考課システム保守 　・人事考課システム保守 　・人



 
２　ストレスチェック（受検率96.7％） ２　ストレスチェック ２　ストレスチェック ２　ストレスチェック
    

主な事業内容 ３　安全衛生委員会運営 ３　安全衛生委員会運営 ３　安全衛生委員会運営 ３　安全衛生委員会運営
    

（年次計画） ４　特定事業主行動計画の推進 ４　特定事業主行動計画の推進 ４　特定事業主行動計画の推進 ４　特定事業主行動計画の推進
　　※次世代育成支援対策推進法・女性活躍推進法 　　※次世代育成支援対策推進法・女性活躍推進法 　　※次世代育成支援対策推進法・女性活躍推進法 　　※次世代育成支援対策推進法・女性活躍推進法

Plan 1     
５　市町村共済組合福利厚生事業の推進 ５　市町村共済組合福利厚生事業の推進 ５　市町村共済組合福利厚生事業の推進 ５　市町村共済組合福利厚生事業の推進

（実績）     
６　厚生事業負担金 ６　厚生事業負担金 ６　厚生事業負担金 ６　厚生事業負担金

Do 2

指標の年度目標値 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 16,013千円 市債 0千円 18,394千円 市債 0千円

その他 1,555千円 その他 0千円

一般財源 14,458千円 一般財源 18,394千円

職員数/人件費 正 2.7人 会計任 0.2人 17,925 千円 正 2.7人 会計任 0.2人 17,925 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 99.5% 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　定期健診受診の勧奨に努めた結果、100％には至 　健康診断の受診率が更に向上するよう、引き続き 現状維持 ○ 財源
らなかったが、高い受診率を確保できた。 未受診者への対応を徹底する。
　労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度を 　ストレスチェックの継続的な受検により、職員の 見直して継続 拡大
実施することで、自身のストレスへの気づきを促し 健康管理に対する意識向上を図るとともに、よりよ 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 、健康管理への意識向上を図るとともに

東

、職場環境 い職場風土

近

の醸成を図る。 縮小 削

江

減
の改善につなげた。

市

事業統合 人員
Chec

総

k 3 　自らの健康は

合

自らが守るという意識

計

を更に高めて 手段見直

画

いく必要がある。 休止

～

・廃止 拡大
現状 ○

完了

ま

削減

ちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：11安定した行政経営 指 標 名 健康診断受診率 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 6798

○基本的政策：02職員力・組織力の向上 指標の目標値 100% 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 人事課

　 関 係 法 令 　労働安全衛生法、次世代育成支援対策推進法、女性活躍推進法、東近江市職員衛生管理規則 みんなで支えあう
仕事と家庭の両立

○ 施策 ：02職員の保健・福利厚生の推進 市 条 例 等 作　　成　　者 西浦　正朝プラン（特定事業

事務事業名 　職員の健康管理、疾病予防及び早期発見のために定期健康診断及びストレスチェックを実施すると 主行動計画）
関連計画ともに、受診率、受検率の向上に努めます。また、保健相談やメンタル相談など、個々の職員に対応

職員健康管理・福利厚生事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計した事業を実施します。併せて、職員が性別にかかわらず仕事と家庭の両立を図りながら、仕事で能

力を発揮できるよう、ワーク・ライフ・バランスや職場のハラスメント防止を推進します。 大事業コード 020000
算

款   項   目 020104

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　職員健康診断（受診率） １　職員健康診断 １　職員健康診断 １　職員健康診断
　　　定期健診（99.5%） 　　　定期健診 　　　定期健診 　　　定期健診
　　　胃部検診（49.2％） 　　　胃部検診 　　　胃部検診 　　　胃部検診
　　　大腸検診（80.7％） 　　　大腸検診 　　　大腸検診 　　　大腸検診
　　　子宮頸がん検診（67.8%） 　　　子宮頸がん検診 　　　子宮頸がん検診 　　　子宮頸がん検診
　　　乳がん検診（71.1％）　 　　　乳がん検診　 　　　乳がん検診　 　　　乳がん検診　
   



　提携大学への派遣 　　　提携大学への派遣 　　　提携大学への派遣
    

主な事業内容 　・独自研修　（参加人数又は回数） 　・独自研修　 　・独自研修　 　・独自研修　
　　　新任職員研修（51人） 　　　新任職員研修 　　　新任職員研修 　　　新任職員研修

（年次計画） 　　　フォローアップ研修（45人） 　　　フォローアップ研修 　　　フォローアップ研修 　　　フォローアップ研修
　　　メンター研修（54人） 　　　メンター研修 　　　メンター研修 　　　メンター研修

Plan 1 　　　障害福祉研修（54人） 　　　障害福祉研修 　　　障害福祉研修 　　　障害福祉研修
　　　職場内グループ研修（全職員） 　　　職場内グループ研修 　　　職場内グループ研修 　　　職場内グループ研修

（実績） 　　　リーダー研修（76人） 　　　リーダー研修 　　　リーダー研修 　　　リーダー研修
　　　職員力向上自主研修等助成（11件） 　　　職員力向上自主研修等助成 　　　職員力向上自主研修等助成 　　　職員力向上自主研修等助成

Do 2 　　　庁内報「ひろば」の発行（毎月１回12回） 　　　庁内報「ひろば」の発行 　　　庁内報「ひろば」の発行 　　　庁内報「ひろば」の発行
　　　先進地研修（２件）　 　　　先進地研修　 　　　先進地研修　 　　　先進地研修　
　　　地域担当職員研修「共創塾」（61人） 　　　地域担当職員研修「共創塾」 　　　地域担当職員研修「共創塾」 　　　地域担当職員研修「共創塾」
　　　　 　　　　 　　　　 　　　　

指標の年度目標値 97.0% 97.0% 97.0% 97.0%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 5,686千円 市債 0千円 8,867千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 5,686千円 一般財源 8,867千円

職員数/人件費 正 3人 会計任 0.32人 20,528 千円 正 3人 会計任 0.2人 19,398 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 93.4% 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容
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■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：11安定した行政経営 指 標 名 職員研修受講率 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 6799

○基本的政策：02職員力・組織力の向上 指標の目標値 97.0% 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 人事課

　 関 係 法 令 　地方公務員法 東近江市人材育成
基本方針

○ 施策 ：03職員の人材育成の推進 市 条 例 等 作　　成　　者 西浦　正朝

事務事業名 　本市の組織を支え、分権時代の地域経営を担う職員の育成を図るため、市独自研修、外部機関への
関連計画派遣研修、自学支援を組み合わせ、職員の能力開発を進めます。また、職員が前向きに挑戦する意識

人材育成事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計を涵養し、組織の中で人が育つ職場風土を醸成します。併せて、人事考課制度の運用により、仕事を

通じた人材育成を進めます。 大事業コード 030000
算

款   項   目 020104

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　人材育成基本方針に基づく研修計画策定 １　人材育成基本方針に基づく研修計画策定 １　人材育成基本方針に基づく研修計画策定 １　人材育成基本方針に基づく研修計画策定
    
２　職員研修 ２　職員研修 ２　職員研修 ２　職員研修
　・派遣研修（参加人数） 　・派遣研修　 　・派遣研修　 　・派遣研修　
　　　市町村職員研修センター等（376人） 　　　市町村職員研修センター等 　　　市町村職員研修センター等 　　　市町村職員研修センター等
　　　市町村アカデミー（６人） 　　　市町村アカデミー 　　　市町村アカデミー 　　　市町村アカデミー
　　　国際文化アカデミー（10人） 　　　国際文化アカデミー 　　　国際文化アカデミー 　　　国際文化アカデミー
　　　提携大学への派遣（１人） 　　



政公表
    
３　基金管理と債務の償還 ３　基金管理と債務の償還 ３　基金管理と債務の償還 ３　基金管理と債務の償還
    

主な事業内容 ４　地方交付税制度への取組 ４　地方交付税制度への取組 ４　地方交付税制度への取組 ４　地方交付税制度への取組
    

（年次計画） ５　主要施策の成果(決算資料)作成 ５　主要施策の成果(決算資料)作成 ５　主要施策の成果(決算資料)作成 ５　主要施策の成果(決算資料)作成
    

Plan 1 ６　新公会計制度への取組 ６　新公会計制度への取組 ６　新公会計制度への取組 ６　新公会計制度への取組

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 95%以下 95%以下 95%以下 95%以下

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 2,903千円 市債 0千円 4,513千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 2,903千円 一般財源 4,513千円

職員数/人件費 正 6人 会計任 0人 37,530 千円 正 6人 会計任 0人 40,406 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 88.8％（令和６年度） 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　各課から報告される財政計画における大型事業の 　予算編成に関して、査定方法を見直すなど経常経 現状維持 ○ 財源
総事業費を早期に把握し、年度間の平準化を図るな 費のさらなる削減を行う。また、厳しい財政状況の
ど予算に反映している。 中にあっても、施策の選択と集中を徹底し、重要施 見直して継続 拡大
　物価高騰の影響や扶助費、維持補修費等の増加に 策を推進する。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 より、予算要求額が伸び続けている。歳入に見合っ 　普通建設事業については、合併特例債発行期限を 縮小 削減
た歳出規模の実現を前提とし、引き続き適正な予算 迎えたことから人口動態等に見合った施設の在り方 事業統合 人員

Check 3 規模に見直す仕組みづくりを進める。 を見据え予算に反映する。また、持続可能な財政運 手段見直
営を行うため、引き続き市の将来を見据えた中期財 休止・

東

廃止 拡大
政推計を策定

近

し、予算に反映させる

江

。 現状 ○

完了 削減

市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：11安定した行政経営 指 標 名 経常収支比率 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 132

○基本的政策：03健全な財政運営 指標の目標値 95%以下 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 財政課

　 関 係 法 令 　地方自治法、地方財政法、地方交付税法、財政健全化法、東近江市財務規則 －

○ 施策 ：01市民ニーズに迅速かつ柔軟に対応する財政運営の推進 市 条 例 等 作　　成　　者 青木　幸市

事務事業名 　国・県・市町村とすべてが同様に厳しい財政状況の中、持続可能な財政基盤の確立を目指し、事業
関連計画の取捨選択を確実に行い、「選択と集中」を徹底します。加えて、予算規模の縮小と市債（借金）に

財政運営事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計頼らない予算編成に努め、実質公債費比率などの財務指標を注視しながら、健全な財政運営を行うと

ともに、財政の透明性を確保するため多様な手法を用いて財政状況の公表を進めます。 大事業コード 010000
算

款   項   目 020103

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　財政計画の作成 １　財政計画の作成 １　財政計画の作成 １　財政計画の作成
    
２　財政状況の分析と公表 ２　財政状況の分析と公表 ２　財政状況の分析と公表 ２　財政状況の分析と公表
　・財政状況調査(決算統計)の実施 　・財政状況調査(決算統計)の実施 　・財政状況調査(決算統計)の実施 　・財政状況調査(決算統計)の実施
　・財政健全化法に基づく健全化判断比率の公表 　・財政健全化法に基づく健全化判断比率の公表 　・財政健全化法に基づく健全化判断比率の公表 　・財政健全化法に基づく健全化判断比率の公表
　・各種財政公表 　・各種財政公表 　・各種財政公表 　・各種財



・取得（土地）帰属・寄附採納 　・取得（土地）帰属・寄附採納
    

主な事業内容 ３　公有財産管理システムデータ更新 ３　公有財産管理システムデータ更新 ３　公有財産管理システムデータ更新 ３　公有財産管理システムデータ更新
    

（年次計画） ４　公有財産の施設維持管理 ４　公有財産の施設維持管理 ４　公有財産の施設維持管理 ４　公有財産の施設維持管理
 　・文化スポーツ部庁舎改修工事設計監理   

Plan 1 　・文化スポーツ部庁舎改修工事   
   

（実績）  ５　老朽化施設等解体工事 ５　老朽化施設等解体工事
 

Do 2

指標の年度目標値 0件 0件 0件 0件

事業の優先度 Ｂ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 23,185千円 市債 0千円 589,074千円 市債 532,000千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 23,185千円 一般財源 57,074千円

職員数/人件費 正 1.35人 会計任 0.83人 10,327 千円 正 1.8人 会計任 0.83人 12,957 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 0件 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　選定した売却可能資産候補地について、一般競争 　市民の利便性の向上と市と市外部団体との連携を 現状維持 財源 令和８年度以降
入札等により売払いを行った。 強化するため、文化スポーツ部庁舎を改修する。 　施設の維持管理経費及び老朽化した未利用施設の
　文化スポーツ部庁舎の改修を進める必要がある。 見直して継続 拡大 ○ 解体に伴う事業費の増
 拡大 ○ 現状

事務事業の改善内容  縮小 削減
事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：11安定した行政経営 指 標 名 管理瑕疵による事故件数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 47

○基本的政策：04公有財産や公用車等の適正な管理 指標の目標値 0件 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 管財課

　 関 係 法 令 　地方自治法、東近江市公有財産事務取扱規則、東近江市行政財産使用料条例、東近江市財産の交換
、譲与、無償貸与等に関する条例

○ 施策 ：01適正な資産管理 市 条 例 等 作　　成　　者 藤本　慎司

事務事業名 　適正な管理基準により、財産の管理運営を行い、遊休地の現状及び取得経過等を把握し、その活用
関連計画方法の検討を行います。

公有財産管理事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 010000
算

款   項   目 020106

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　財産の管理運営 １　財産の管理運営 １　財産の管理運営 １　財産の管理運営
　・火災保険の加入 　・火災保険の加入 　・火災保険の加入 　・火災保険の加入
    
２　公有財産の貸付・売却の推進等 ２　公有財産の貸付・売却の推進等 ２　公有財産の貸付・売却の推進等 ２　公有財産の貸付・売却の推進等
　・売却処分（土地　入札等） 1件 　・売却処分（土地　入札等） 　・売却処分（土地　入札等） 　・売却処分（土地　入札等）
　・売却処分（土地　法定外公共物） 22件 　・売却処分（土地　法定外公共物） 　・売却処分（土地　法定外公共物） 　・売却処分（土地　法定外公共物）
　・財産譲与（土地　地縁団体他） 1件 　・財産譲与（土地　地縁団体他） 　・財産譲与（土地　地縁団体他） 　・財産譲与（土地　地縁団体他）
　・取得（土地）帰属・寄附採納 15件 　・取得（土地）帰属・寄附採納 　



ポンプユニット改修等    
　   

Plan 1 　  
 

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 0件 0件 0件 0件

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 119,611千円 市債 0千円 128,766千円 市債 0千円

その他 55,126千円 その他 51,694千円

一般財源 64,485千円 一般財源 77,072千円

職員数/人件費 正 3.49人 会計任 1.01人 26,621 千円 正 2.84人 会計任 1.06人 22,080 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 0件 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　各支所の適正な維持管理を行い安定した住民サー 　各支所庁舎等の施設及び設備について、適切な維 現状維持 財源 令和９年度以降
ビスの提供に努めた。 持管理と予防保全のための修繕等を通じて、安定し 　支所設備等の予防保全に伴う事業費の増
　各支所庁舎等の施設及び設備について計画的な修 た住民サービスの提供に努める。 見直して継続 拡大 ○  
繕等を行う必要がある。 拡大 ○ 現状

事務事業の改善内容 縮小 削減
事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：11安定した行政経営 指 標 名 管理瑕疵による事故件数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 148

○基本的政策：04公有財産や公用車等の適正な管理 指標の目標値 0件 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 管財課

　 関 係 法 令 　東近江市庁舎管理規程 －

○ 施策 ：01適正な資産管理 市 条 例 等 作　　成　　者 藤本　慎司

事務事業名 　支所庁舎等の施設、設備の維持管理業務（修繕･清掃）を行います。
関連計画

支所等管理事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 140000
算

款   項   目 020109

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　６支所及び市有財産の適正な維持管理 １　６支所及び市有財産の適正な維持管理 １　６支所及び市有財産の適正な維持管理 １　６支所及び市有財産の適正な維持管理
　・永源寺支所 　・永源寺支所 　・永源寺支所 　・永源寺支所
　・五個荘支所 　・五個荘支所 　・五個荘支所 　・五個荘支所
　・愛東支所 　・愛東支所 　・愛東支所 　・愛東支所
　・湖東支所 　・湖東支所 　・湖東支所 　・湖東支所
　・能登川支所 　・能登川支所 　・能登川支所 　・能登川支所
　・蒲生支所 　・蒲生支所 　・蒲生支所 　・蒲生支所
　・ふるさと文化体験学習館 　・ふるさと文化体験学習館 　・ふるさと文化体験学習館 　・ふるさと文化体験学習館
  　  

主な事業内容 ２　支所施設等の設備更新及び改修等 ２　支所施設等の設備更新及び改修等 ２　支所施設等の設備更新及び改修 ２　支所施設等の設備更新及び改修等
　・愛東支所空調設備改修等 　・予防保全のための更新及び改修の実施 　・予防保全のための更新及び改修の実施 　・予防保全のための更新及び改修の実施

（年次計画） 　・蒲生支所加圧



績）

Do 2

指標の年度目標値 0件 0件 0件 0件

事業の優先度 Ａ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 132,540千円 市債 0千円 150,419千円 市債 0千円

その他 3,699千円 その他 2,071千円

一般財源 128,841千円 一般財源 148,348千円

職員数/人件費 正 1.15人 会計任 0.15人 6,935 千円 正 1.6人 会計任 0.15人 10,125 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 0件 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　庁舎の適切な維持管理を通じて、安定した住民サ 　空調管理などを適切に行うことで、来庁環境及び 現状維持 財源 令和８年度
ービスの提供に努めた。 職員の事務環境を整えるとともに、庁舎設備等の予 　庁舎設備等の予防保全に伴う事業費の増
　庁舎等の設備について、予防保全として修繕を行 防保全対策に努める。 見直して継続 拡大 ○
う必要がある。 拡大 ○ 現状

事務事業の改善内容 　 縮小 削減
事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：11安定した行政経営 指 標 名 管理瑕疵による事故件数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 225

○基本的政策：04公有財産や公用車等の適正な管理 指標の目標値 0件 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 管財課

　 関 係 法 令 　東近江市庁舎管理規程 －

○ 施策 ：01適正な資産管理 市 条 例 等 作　　成　　者 藤本　慎司

事務事業名 　本庁舎の施設、設備の維持管理業務（修繕･清掃）を行います。
関連計画

本庁舎管理事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 020000
算

款   項   目 020106

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　本館・新館・東庁舎の維持管理 １　本館・新館・東庁舎の維持管理 １　本館・新館・東庁舎の維持管理 １　本館・新館・東庁舎の維持管理
　・主な委託業務 　・主な委託業務 　・主な委託業務 　・主な委託業務
　　本館・新館・東庁舎設備管理業務 　　本館・新館・東庁舎設備管理業務 　　本館・新館・東庁舎設備管理業務 　　本館・新館・東庁舎設備管理業務
　　本館・新館・東庁舎庁舎清掃業務 　　本館・新館・東庁舎庁舎清掃業務 　　本館・新館・東庁舎庁舎清掃業務 　　本館・新館・東庁舎庁舎清掃業務
　　市役所電話交換業務 　　市役所電話交換業務 　　市役所電話交換業務 　　市役所電話交換業務
　　市役所警備業務 　　市役所警備業務 　　市役所警備業務 　　市役所警備業務
    
２　本館・新館・東庁舎の営繕 ２　本館・新館・東庁舎の営繕 ２　本館・新館・東庁舎の営繕 ２　本館・新館・東本庁舎の営繕
　・便益施設（公園整備）工事基本設計 　　庁舎設備等の予防保全 　　庁舎設備等の予防保全 　　庁舎設備等の予防保全

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実



5人乗（車番372） 令和 4年 3月登録
　　23人乗（車番378)　平成15年 6月登録  　　28人乗（車番378)　平成15年 6月登録  　　　28人乗（車番378)  平成15年 6月登録 　　　28人乗（更新車両) 令和 8年度登録 
　　28人乗（車番2050）令和 2年 1月登録 　　28人乗（車番2050）令和 2年 1月登録 　　　28人乗（車番2050）令和 2年 1月登録 　　　28人乗（車番2050）令和 2年 1月登録
　・公用車（管財課集中管理分）84台 　・公用車（管財課集中管理分）84台 　・公用車（管財課集中管理分） 　・公用車（管財課集中管理分）
    

主な事業内容 ２　公用車運行管理に係る委託業務 ２　公用車運行管理に係る委託業務 ２　公用車運行管理に係る委託業務 ２　公用車運行管理に係る委託業務
　・公用車運行管理委託業務 　・公用車運行管理委託業務 　・公用車運行管理委託業務 　・公用車運行管理委託業務

（年次計画）     
３　公用車（エコカー）等更新 ３　公用車（エコカー）等更新 ３　公用車（エコカー）等更新 ３　公用車（エコカー）等更新　

Plan 1 　・軽乗用車・軽貨物車　7台 　・軽乗用車・軽貨物車　5台 　・軽乗用車・軽貨物車　  
　・行政バス　28人乗（車番378）　

（実績） 　・フォークリフト

Do 2

指標の年度目標値 0件 0件 0件 0件

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 45,533千円 市債 0千円 50,157千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 45,533千円 一般財源 50,157千円

職員数/人件費 正 1.35人 会計任 0.7人 9,072 千円 正 1.4人 会計任 0.48人 8,737 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 0件 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　公用車のエコカーへの更新により経費削減に努め 　引き続き公用車の安全運転の周知徹底と安全運行 現状維持 財源 令和８年度
た。 のため点検を行う。 　行政バ

東

ス及びフォークリフト

近

の更新に伴う事業費
　

江

公用車の安全運転を周

市

知徹底するとともに、

総

定期 見直して継続 拡大

合

○ の増
的な点検と安全

計

かつ適正な運行管理に

画

努める必要が 拡大 ○ 現

～

状
事務事業の改善内容

ま

ある。 縮小 削減
事業統

ち

合 人員
Check 3

づ

手段見直

休止・廃止 拡

く

大
現状 ○

完了 削減

りの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：11安定した行政経営 指 標 名 管理瑕疵による事故件数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 348

○基本的政策：04公有財産や公用車等の適正な管理 指標の目標値 0件 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 管財課

　 関 係 法 令 　東近江市公用自動車運行管理規程、東近江市有バス使用要綱

○ 施策 ：01適正な資産管理 市 条 例 等 作　　成　　者 藤本　慎司

事務事業名 　公用車の使用申請の審査･許可、日程調整、運行管理業務を行い、適正な公用車の管理に努めると
関連計画ともに、行政バスの貸し出し業務を行います。

公用車運行管理事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 030000
算

款   項   目 020106

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　公用車の適正管理及び効率的な運用 １　公用車の適正管理及び効率的な運用 １　公用車の適正管理及び効率的な運用 １　公用車の適正管理及び効率的な運用
　・行政バス 5台　 　・行政バス 5台　 　・行政バス 5台　 　・行政バス 5台　
　　40人乗（車番317） 平成29年12月登録　 　　40人乗（車番317） 平成29年12月登録　 　　　40人乗（車番317） 平成29年12月登録　 　　　40人乗（車番317） 平成29年12月登録　
　　40人乗（車番255)  平成26年 1月登録 　　40人乗（車番255)  平成26年 1月登録 　　　40人乗（車番255)  平成26年 1月登録 　　　40人乗（車番255)  平成26年 1月登録
　　35人乗（車番372） 令和 4年 3月登録 　　35人乗（車番372） 令和 4年 3月登録 　　　35人乗（車番372） 令和 4年 3月登録 　　　3



台 　　　五個荘支所　　 5台
　　　愛東支所 　　  4台 　　　愛東支所 　　  4台 　　　愛東支所 　　  4台 　　　愛東支所 　　  4台

主な事業内容 　　　湖東支所       5台 　　　湖東支所       5台 　　　湖東支所       5台 　　　湖東支所       5台
　　　能登川支所  　 5台 　　　能登川支所  　 5台 　　　能登川支所  　 5台 　　　能登川支所  　 5台

（年次計画） 　　　蒲生支所    　 7台 　　　蒲生支所    　 7台 　　　蒲生支所    　 7台 　　　蒲生支所    　 7台

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 0件 0件 0件 0件

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 4,645千円 市債 0千円 7,524千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 4,645千円 一般財源 7,524千円

職員数/人件費 正 1.81人 会計任 0.01人 11,814 千円 正 1.99人 会計任 0人 12,273 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 0件 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　公用車の定期的な点検と安全かつ適正な運行管理 　引き続き公用車の安全運転の周知徹底と安全運行 現状維持 ○ 財源
ができた。 のため点検を行う。
　公用車の安全運転を周知徹底するとともに、定期 見直して継続 拡大
的な点検と安全かつ適正な運行管理に努める必要が 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 ある。 縮小 削減
事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：11安定した行政経営 指 標 名 管理瑕疵による事故件数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 384

○基本的政策：04公有財産や公用車等の適正な管理 指標の目標値 0件 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 管財課

　 関 係 法 令 　東近江市公用自動車運行管理規程

○ 施策 ：01適正な資産管理 市 条 例 等 作　　成　　者 藤本　慎司

事務事業名 　各支所等公用車の効率的な維持管理を行います。
関連計画

支所等公用車管理事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 150000
算

款   項   目 020109

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　支所等の公用車の適正管理及び効率的な運用 １　支所等の公用車の適正管理及び効率的な運用 １　支所等の公用車の適正管理及び効率的な運用 １　支所等の公用車の適正管理及び効率的な運用
　・支所業務及び支所職員数に対応した車両の 　・支所業務及び支所職員数に対応した車両の 　・支所業務及び支所職員数に対応した車両の 　・支所業務及び支所職員数に対応した車両の
　　配置と車両管理 　　配置と車両管理 　　配置と車両管理 　　配置と車両管理
　　 　　 　　 　　
　・各支所の公用車の配車（特殊車両含む）　　 　・各支所の公用車の配車（特殊車両含む）　 　・各支所の公用車の配車（特殊車両含む）　 　・支所別管理の公用車台数（特殊車両含む）　
　　　永源寺支所　   9台 　　　永源寺支所　　 9台 　　　永源寺支所　   9台 　　　永源寺支所　   9台
　　　政所出張所　　 1台 　　　政所出張所　　 1台 　　　政所出張所　　 1台 　　　政所出張所　　 1台
　　　五個荘支所　　 5台 　　　五個荘支所　　 5台 　　　五個荘支所　　 5



>
　　　予定価格が130万円以上のもの 　　　予定価格が130万円以上のもの 　　　予定価格が130万円以上のもの 　　　予定価格が130万円以上のもの
　・総合評価方式の実施 　・総合評価方式の実施 　・総合評価方式の実施 　・総合評価方式の実施
　　<建設工事> 　　<建設工事> 　　<建設工事> 　　<建設工事>
　　［価格以外の技術的な要素を総合的に評価］ 　　［価格以外の技術的な要素を総合的に評価］ 　　［価格以外の技術的な要素を総合的に評価］ 　　［価格以外の技術的な要素を総合的に評価］

主な事業内容 　　　予定価格が1億5千万円以上で技術的 　　　予定価格が1億5千万円以上で技術的 　　　予定価格が1億5千万円以上で技術的 　　　予定価格が1億5千万円以上で技術的
　　　要素の高いもの 　　　要素の高いもの 　　　要素の高いもの 　　　要素の高いもの

（年次計画） 　・入札制度の見直し、検討　　　　　 　・入札制度の見直し、検討　　　　　 　・入札制度の見直し、検討　　　　　 　・入札制度の見直し、検討　　　　　
    

Plan 1 ２　電子入札システム ２　電子入札システムの共同利用 ２　電子入札システム ２　電子入札システム
  ・対象：建設工事及び建設工事に係る設計委託　 　　県内市町が共同利用している電子入札システ　   ・対象：建設工事及び建設工事に係る設計委託　   ・対象：建設工事及び建設工事に係る設計委託　

（実績） 　　　　　業務の入札案件全て 　　ムへの参加 　　　　　業務の入札案件全て 　　　　　業務の入札案件全て
   ・対象：建設工事及び建設工事に係る設計委託　   

Do 2  　　　　　業務の入札案件全て   
    
３　入札監視委員会の運営 ３　入札監視委員会の運営 ３　入札監視委員会の運営 ３　入札監視委員会の運営
    
４　工事成績評定の実施、評価 ４　工事成績評定の実施、評価 ４　工事成績評定の実施、評価 ４　工事成績評定の実施、評価
    
５　建設工事等入札参加資格審査申請の共同受付の ５　建設工事等入札参加資格審査申請の共同受付の ５　建設工事等入札参加資格審査申請の共同受付の ５　建設工事等入札参加資格審査申請の共同受付の
　実施 　実施 　実施 　実施

指標の年度目標値 － － － －

事業の優先度

東

Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金

近

0千円 予算額 国庫支出

江

金 0千円

県支出金 0千

市

円 県支出金 0千円

事業

総

の財源 5,362千円

合

市債 0千円 9,807

計

千円 市債 0千円

その他

画

0千円 その他 0千円

一

～

般財源 5,362千円

ま

一般財源 9,807千

ち

円

職員数/人件費 正 5

づ

人 会計任 0.1人 31

く

,196 千円 正 5人 会

り

計任 0.1人 32,4

の

69 千円

評価
改善 方向

森

性

令和06年度 事務

を

事業評価

指標の年度実

育

績 Do 2 － 令和07

て

年度の改善の取り組み

よ

Action 4 令和

う

08年度以降の事業の

～

方向性と資源の配分

＜

■

成果・課題＞ ＜改善内

令

容＞ 事業の方向性 資源

和

(財源・人)の配分 事

0

業の方向性と資源の配

7

分の内容

　市内業者の

年

育成と能力向上、市内

度

経済への好影響 ・入札

 

制度の見直し及び検討

実

を行う。 現状維持 ○ 財

施

源
を期待し、工事指名

計

競争入札においては原

画

則市内業 　工事：一般

／

競争入札の更なる市内

◆

業者の参加が促
者への

令

発注とし、工事一般競

和

争入札についても市内

0

　　　　進されるよう

6

、参加要件を検討する

年

。 見直して継続 拡大
業

度

者が参加しやすくなる

 

ように随時参加要件を

事

見直 　物品：一般競争

務

入札の案件数を段階的

事

に増やす。 拡大 現状 ○

業

事務事業の改善内容 し

評

た。 ・工事成績評定の

価

評価の標準化を行う。

○

縮小 削減
　建設工事等

基

入札参加資格審査申請

本

を県及び全市町 ・品確

目

法に基づき次の事項の

標

取組を進める。 事業統

：

合 人員
Check 3

1

が参加する共同受付に

1

より行った。 　　適正

安

な工期設定の徹底 手段

定

見直
　　発注時期の平

し

準化（前倒し） 休止・

た

廃止 拡大
　　設計積算

行

に市場価格の速やかな

政

反映 現状 ○
・試行的に

経

週休２日取組工事の発

営

注を行う。 完了 削減
・

指

建設工事格付区分の見

標

直しを行う。

名 適正な事務の執行（指標設定しない） 指　　標 － 新規 ○ ソフト 事務事業コード 257

○基本的政策：05公平で透明性の高い契約管理 指標の目標値 － 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 契約検査課

　 関 係 法 令 　地方自治法、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律、東近江市財務規則、東近江市 －
事後審査型条件付一般競争入札実施要綱、東近江市総合評価競争入札実施要綱、公共工事の品質確保

○ 施策 ：01公共工事入札・物品調達契約の適正化 市 条 例 等 作　　成　　者 野口　裕之の促進に関する法律

事務事業名 　入札の公平性、透明性及び競争性の向上を図るとともに、談合等の不正行為の防止・排除を徹底す
関連計画るため、今後、対象範囲を拡大しながら一般競争入札を本格的に実施します。また、「価格」と「品

契約検査事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計質」を評価し、落札者を決定する総合評価方式による入札についても適宜執行します。

大事業コード 040000
算

款   項   目 020106

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　入札・契約業務 １　入札・契約業務 １　入札・契約業務 １　入札・契約業務
　・条件付一般競争入札の実施 　・条件付一般競争入札の実施 　・条件付一般競争入札の実施 　・条件付一般競争入札の実施
　　<建設工事> 　　<建設工事> 　　<建設工事> 　　<建設工事>
　　　予定価格が1億円以上のもの 　　　予定価格が1億円以上のもの 　　　予定価格が1億円以上のもの 　　　予定価格が1億円以上のもの
　　<建設工事に係る設計委託業務> 　　<建設工事に係る設計委託業務> 　　<建設工事に係る設計委託業務> 　　<建設工事に係る設計委託業務



　　なげる各種取組の実施 　　なげる各種取組の実施
    
２　ＤＸ推進計画に基づく取組 ２　ＤＸ推進計画に基づく取組 ２　オンラインによる行政手続の推進 ２　オンラインによる行政手続の推進

主な事業内容 　・マイナンバーカードの印鑑登録証利用 　・行政手続のオンライン化   
　・行政情報データベースの構築（市ホームペー 　・マイナンバーカードの利活用   

（年次計画） 　　ジの刷新） 　・ＧＩＳ及び地理空間情報の活用   
　・ＤＸ推進に伴うモバイル端末機器整備 　・市民目線のデジタル技術を活用   

Plan 1 　・ＤＸ推進に伴う庁内ネットワーク再構築 　・デジタルによる業務手法の改革   
　・オンラインによる行政手続の推進　    

（実績） 　　69業務の手続受付    
　・ＲＰＡ等による行政事務の効率化推進    

Do 2 　　751h/年作業時間削減    
    
３　ＤＸ推進計画に基づく情報セキュリティ ３　ＤＸ推進計画に基づく情報セキュリティ ３　情報セキュリティ教育 ３　情報セキュリティ教育
　・情報セキュリティ教育（全職員） 　・情報セキュリティ教育（対象：職員等）   
    
４　ＤＸ推進計画に基づく情報格差対策 ４　ＤＸ推進計画に基づく情報格差対策 ４　デジタルリテラシー教育 ４　デジタルリテラシー教育
　・デジタルリテラシー教育（全職員） 　・デジタルリテラシー教育（対象：職員等）

指標の年度目標値 22業務 27業務 110業務 135業務

事業の優先度 Ａ Ｂ

決算額 国庫支出金 12,308千円 予算額 国庫支出金 9,097千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 46,182千円 市債 0千円 21,940千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 33,874千円 一般財源 12,843千円

職員数/人件費 正 3.4人 会計任 0人 18,490 千円 正 4.2人 会計任 0人 26,402 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 69業務 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

・東近江市ＤＸ推進計画に基づく事業実施により市 ・東近江市ＤＸ推進計画に基づく取組の推進

東

現状維持 ○ 財源
民サー

近

ビスの向上する取組み

江

及び行政事務の効率化

市

・デジタル技術を活用

総

し、更なる利便性の向

合

上と市
を行った。 民福

計

祉の向上につながる取

画

組について各種調査研

～

究 見直して継続 拡大
・

ま

新たにオンラインによ

ち

る手続やアンケートが

づ

51業 の実施 拡大 現状

く

○
事務事業の改善内容

り

務増加した。 ・東近江

の

市ＤＸ委員会の運営 縮

森

小 削減
・ＲＰＡ等によ

を

り751h/年の作業

育

時間を削減した。 ・Ｄ

て

Ｘ推進計画期間（令和

よ

７年度まで）後の推進

う

指 事業統合 人員
Che

～

ck 3 針の策定 手段

■

見直
・職員向け情報セ

令

キュリティ、デジタル

和

リテラシー 休止・廃止

0

拡大
教育の強化 現状 ○

7

完了 削減

年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：11安定した行政経営 指 標 名 オンラインで処理する行政手続数 指　　標 成果指標一覧のとおり ○ 新規 ○ ソフト 事務事業コード 7801

○基本的政策：06地域情報化・電子自治体の推進 指標の目標値 27業務 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 継続 ハード 担　当　課　名 ＤＸ推進課

　 関 係 法 令 － 東近江市ＤＸ推進
計画

○ 施策 ：01デジタル技術の活用と情報発信の充実 市 条 例 等 作　　成　　者 松村　栄士

事務事業名 市が率先して行政サービスのデジタル化を中心とした市民サービスの向上に重点的に取り組み、生活
関連計画や産業等の豊かさに欠かせない地域社会の活力を創造し、それらを支える行政基盤の強化を着実に推

デジタル化推進事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計進します。

大事業コード 050000
算

款   項   目 020107

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　東近江市ＤＸ推進計画 １　東近江市ＤＸ推進計画 １　東近江市ＤＸ推進 １　東近江市ＤＸ推進
　・東近江市ＤＸ委員会の運営と計画進捗の管理 　・東近江市ＤＸ委員会の運営と計画進捗の管理 　・東近江市ＤＸ委員会の運営 　・東近江市ＤＸ委員会の運営
　・国費を活用した事業創出 　・ＤＸ推進計画後の指針策定 　・東近江デジタル政策の指針に基づき、子育て、 　・東近江デジタル政策の指針に基づき、子育て、
　　電子母子手帳、幼児施設支援アプリ等 　・新規ＤＸ事業の開拓 　　医療、介護をはじめ、歴史文化や観光など市が 　　医療、介護をはじめ、歴史文化や観光など市が
  　　担う様々な分野において、デジタル技術を活用 　　担う様々な分野において、デジタル技術を活用
  　　し、更なる利便性の向上と市民福祉の向上につ 　　し、更なる利便性の向上と市民福祉の向上につ
  



用 ３　メール配信システムの運用
　・不審者情報メール配信システムの運用 　・不審者情報メール配信システムの運用 　・不審者情報メール配信システムの運用 　・不審者情報メール配信システムの運用

（年次計画） 　・災害時等職員召集配信システムの運用 　・災害時等職員召集配信システムの運用 　・災害時等職員召集配信システムの運用 　・災害時等職員召集配信システムの運用
    

Plan 1 ４　情報セキュリティチェックシステムの運用 ４　情報セキュリティチェックシステムの運用 ４　情報セキュリティチェックシステムの運用 ４　情報セキュリティチェックシステムの運用
　・情報セキュリティに係る外部監査　2/13、14 　・情報セキュリティに係る内部監査 　・情報セキュリティに係る内部監査 　・情報セキュリティに係る外部監査

（実績） 　・情報セキュリティ研修　新規採用職員45人受講 　・情報セキュリティ研修   ・情報セキュリティ研修 　・情報セキュリティ研修
    

Do 2 ５　ＩＣＴ業務適正化 ５　ＩＣＴ業務適正化 ５　ＩＣＴ業務適正化 ５　ＩＣＴ業務適正化
　・基幹系連携システムの構築 　・基幹系連携システムの構築 　・基幹系連携システムの構築 　・基幹系連携システムの構築
　・内部情報系システムの構築 　・内部情報系システムの構築 　・内部情報系システムの構築 　・内部情報系システムの構築
　・自治体情報システムの標準化対応 　・自治体情報システムの標準化対応 　  
　・β系セグメントの構築　 　 　  
    
６　ネットワーク機器の更新 ６　ネットワーク機器の更新 ６　ネットワーク機器の更新 ６　ネットワーク機器の更新
　・庁内無線機器の更新 　・第五次LGWANネットワークへの更新
　・フロアネットワーク機器の更新 　・第三次中間サーバシステムへの移行

指標の年度目標値 102業務 104業務 104業務 104業務

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 111,620千円 予算額 国庫支出金 184,411千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 612,078千円 市債 0千円 1,067,935千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 500,458千円 一般財源 883,524千円

職員数/人件費 正 3.7人 会計任 0人 21,651 千円 正 4.8人 会計

東

任 0人 29,090 千

近

円

評価
改善 方向性

令和

江

06年度 事務事業評

市

価

指標の年度実績 Do

総

 2 109業務 令和0

合

7年度の改善の取り組

計

み Action 4 令

画

和08年度以降の事業

～

の方向性と資源の配分

ま

＜成果・課題＞ ＜改善

ち

内容＞ 事業の方向性 資

づ

源(財源・人)の配分

く

事業の方向性と資源の

り

配分の内容

・基幹系シ

の

ステムにおけるパッケ

森

ージ標準化の推進 ・シ

を

ステムの仮想化及びク

育

ラウド化を推進するこ

て

と 現状維持 財源 令和８

よ

年度
及び各業務システ

う

ムの更新に合わせた仮

～

想化の推進 で、コスト

■

削減とシステムの利便

令

性の向上を図る。 ・標

和

準化システムへの移行

0

完了に伴う事業費の減

7

によりコスト削減と利

年

便性向上を図った。 ・

度

庁内ネットワーク機器

 

及び情報機器の更新に

実

より 見直して継続 拡大

施

○ 令和９年度
・無線機

計

器及び業務用端末の更

画

新により利便性の向 物

／

理的なセキュリティ及

◆

び事務効率の向上を図

令

る。 拡大 ○ 現状 ・ＬＧ

和

ＷＡＮ端末更新に伴う

0

事業費の増
事務事業の

6

改善内容 上を図った。

年

併せて人的なセキュリ

度

ティの向上を図るため

 

、セキ 縮小 削減
・本庁

事

舎及び東庁舎のフロア

務

ネットワーク機器の更

事

ュリティ研修のさらな

業

る推進を図る。 事業統

評

合 人員
Check 3

価

新を行い通信速度の高

○

速化等を図った。 ・国

基

が進める標準化された

本

自治体情報システム（

目

標 手段見直
・国が進め

標

る自治体情報システム

：

の標準化・共通化 準化

1

システム）に移行でき

1

るように、各システム

安

担 休止・廃止 拡大
につ

定

いて、ガバメントクラ

し

ウドへの接続する２回

た

線 当課及びシステムベ

行

ンダーとの調整を行う

政

。 現状 ○
を別ルートで

経

敷設することで安全性

営

を高めた。 完了 削減

指 標 名 電算システムで処理する業務数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 208

○基本的政策：06地域情報化・電子自治体の推進 指標の目標値 104業務 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 情報推進課

　 関 係 法 令 － 地域情報化計画、
東近江市地域福祉

○ 施策 ：02安定的で効率的な情報処理システムの構築 市 条 例 等 作　　成　　者 西野　和広計画

事務事業名 　システムの最適化を図るなかで、効率的、効果的に見直し、国や県の情報施策の動向を踏まえなが
関連計画ら、関係機関との連携強化によりシステムの充実を図ります。

情報システム管理事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計　また情報システム及び公共ネットワークの適切な保守管理を行います。

大事業コード 010000
算

款   項   目 020107

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　情報システムの保守・運用管理 １　情報システムの保守・運用管理 １　情報システムの保守・運用管理 １　情報システムの保守・運用管理
　・各システムの安定稼動の確保 　・各システムの安定稼動の確保 　・各システムの安定稼動の確保 　・各システムの安定稼動の確保
　・情報処理 　・情報処理 　・情報処理 　・情報処理
    
２　情報システムの開発・機器導入 ２　情報システムの開発・機器導入 ２　情報システムの開発・機器導入 ２　情報システムの開発・機器導入
　・β系パソコン等機器更新 　・住民基本台帳システムの更新 　・統合仮想基盤の更新  
  　・LGWAN系端末の更新  
  　・グループウェアシステムの更新  
    

主な事業内容 ３　メール配信システムの運用 ３　メール配信システムの運用 ３　メール配信システムの運



ク施設等の維持管理
　・共架・添架、道路占用等の許認可手続 　・共架・添架、道路占用等の許認可手続 　・共架・添架、道路占用等の許認可手続 　・共架・添架、道路占用等の許認可手続
　・施設使用料等の徴収業務 　・施設使用料等の徴収業務 　・施設使用料等の徴収業務 　・施設使用料等の徴収業務
　・施設の維持・保守 　・施設の維持・保守 　・施設の維持・保守 　・施設の維持・保守

主な事業内容  　・ＵＰＳ設備の更新 　・ＵＰＳ設備の更新 　・ＵＰＳ設備の更新
   　・Ｖ－ＯＮＵ設備の更新

（年次計画）     
３　「情報の道」の管理・運営 ３　「情報の道」の管理・運営 ３　「情報の道」の管理・運営 ３　「情報の道」の管理・運営

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 17件 18件 18件 18件

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 115,498千円 市債 0千円 117,446千円 市債 0千円

その他 101,352千円 その他 100,512千円

一般財源 14,146千円 一般財源 16,934千円

職員数/人件費 正 1.7人 会計任 0人 10,759 千円 正 1.8人 会計任 0人 11,565 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 16件 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

・新規加入者の開拓が図れるように助言を行い、ケ ・大規模更新により大容量通信サービスが可能とな 現状維持 ○ 財源
ーブルネットワーク施設の通常更新を計画どおり実 ったことから、「情報の道」を活用し、市内施設等
施した。しかしながら、加入者の推移は横ばいとな への情報インフラを引き続き提供していく。 見直して継続 拡大
っている。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 ・共架している電柱の精査により、電柱共架料を削 縮小 削減
減した。 事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：11安定した行政経営 指 標 名 情報の道を活用する事業者件数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 449

○基本的政策：06地域情報化・電子自治体の推進 指標の目標値 18件 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 情報推進課

　 関 係 法 令 　有線テレビジョン放送法、電気通信事業法、有線放送ラジオに関する法律 －

○ 施策 ：03ケーブルネットワークの活用促進 市 条 例 等 作　　成　　者 西野　和広

事務事業名 　地域間の情報格差の是正や将来を見据えた情報基盤として、市内全域に光ケーブル網を張り巡らす
関連計画という「情報の道」の整備は完了しました。今後は、光ケーブル網を良好に維持管理していくととも

ケーブルネットワーク施設管理事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計に、光ケーブルを最大限活用するために主要なサービスであるケーブルテレビ事業の運営が安定する

よう支援を行います。 大事業コード 020000
算

款   項   目 020107

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　ケーブルテレビ運営支援 １　ケーブルテレビ運営支援 １　ケーブルテレビ運営支援 １　ケーブルテレビ運営支援
　・市として掌握する国や業界の動向を情報収集 　・市として掌握する国や業界の動向を情報収集 　・市として掌握する国や業界の動向を情報収集 　・市として掌握する国や業界の動向を情報収集
　　し提供する。 　　し提供する。 　　し提供する。 　　し提供する。
　・業務運営支援 　・業務運営支援 　・業務運営支援 　・業務運営支援
    
２　光伝送路網・ネットワーク施設等の維持管理 ２　光伝送路網・ネットワーク施設等の維持管理 ２　光伝送路網・ネットワーク施設等の維持管理 ２　光伝送路網・ネットワー



７月28日任期満了） 　　　（令和８年７月19日任期満了） 　　　（令和９年４月29日任期満了）
　　　東近江市長選挙 　・令和７年10月19日 　・令和９年４月

Plan 1 　　　東近江市議会議員補欠選挙 　　　東近江市議会議員一般選挙 　　　甲津畑財産区議会議員一般選挙
　　　（令和７年10月31日任期満了） 　　　（令和９年４月28日任期満了)

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 － － － －

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 2千円 県支出金 3千円

事業の財源 1,780千円 市債 0千円 2,177千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 1,778千円 一般財源 2,174千円

職員数/人件費 正 3.53人 会計任 0.02人 23,142 千円 正 4人 会計任 0.02人 26,518 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 － 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　衆議院議員総選挙並びに東近江市長選挙及び東近 　選挙事務については、正確かつ適正に執行できる 現状維持 ○ 財源
江市議会議員補欠選挙を執行した。 よう細心の注意を払う。
　今後も投票環境の向上を図る取組を継続して実施 　投票環境の向上を図る取組を継続して行う。 見直して継続 拡大
する必要がある。 　メッセージカードの送付を含めて、投票率向上の 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 　選挙人名簿に登録された18歳の新有権者へのメッ ための取組を進めていく。 縮小 削減
セージカードの送付を実施した。 事業統合 人員

Check 3  手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：13議会・行政委員会 指 標 名 適正な事務の執行（指標設定しない） 指　　標 － 新規 ○ ソフト 事務事業コード 146

○基本的政策：02適正な選挙の執行 指標の目標値 － 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 総務課

　 関 係 法 令 　地方自治法、公職選挙法 －

○ 施策 ：01選挙 市 条 例 等 作　　成　　者 塚本　修司

事務事業名 　公職選挙法に基づく適正な選挙を執行するため、選挙管理委員会の運営を行います。また、市のホ
関連計画ームページに選挙制度の説明を掲載します。

選挙管理委員会運営事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 020000
算

款   項   目 020401

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　選挙管理委員会の運営 １　選挙管理委員会の運営 １　選挙管理委員会の運営 １　選挙管理委員会の運営
　・選挙管理委員会委員(委員長１名、委員３名) 　・選挙管理委員会委員(委員長１名、委員３名) 　・選挙管理委員会委員(委員長１名、委員３名) 　・選挙管理委員会委員(委員長１名、委員３名)
　　 　　 　　 　　
　・選挙人名簿の調製 　・選挙人名簿の調製 　・選挙人名簿の調製 　・選挙人名簿の調製
    
　・新有権者へのメッセージカード送付 　・新有権者へのメッセージカード送付 　・新有権者へのメッセージカード送付 　・新有権者へのメッセージカード送付
　　1,061人    
    
２　選挙の執行 ２　選挙の執行 ２　選挙の執行 ２　選挙の執行

主な事業内容 　・令和６年10月27日 　・令和７年７月20日 　・令和８年７月 　・令和９年４月
　　　衆議院議員総選挙 　　　参議院議員通常選挙 　　　滋賀県知事選挙 　　　滋賀県議会議員一般選挙

（年次計画） 　・令和７年２月２日 　　　（令和７年



等学校　　　１校    
　　特別支援学校　１校  　  

（実績） 　    
　・滋賀県明るい選挙推進県民会議の研修等に参加 　・滋賀県明るい選挙推進県民会議の研修等に参加 　・滋賀県明るい選挙推進県民会議の研修等に参加 　・滋賀県明るい選挙推進県民会議の研修等に参加

Do 2

指標の年度目標値 － － － －

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 100千円 市債 0千円 100千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 100千円 一般財源 100千円

職員数/人件費 正 1.25人 会計任 0.01人 8,151 千円 正 1.16人 会計任 0.01人 7,615 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 － 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　明るい選挙推進啓発作品を募集し、次代の有権者 　今後も投票率向上のため、選挙時啓発、学校への 現状維持 ○ 財源
である小中学生によるポスター等の作成を通じて、 出前講座及び選挙備品貸出し、明るい選挙推進啓発
選挙についての認識を深める啓発を行った。 作品募集等を継続して行う。 見直して継続 拡大
　学校への出前講座を行うとともに、主権者教育の 　若年層を対象にした意識調査の結果を踏まえた上 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 ための選挙備品の貸出しを行った。 で、引き続き投票率の向上を図るための取組につな 縮小 削減
　今後も継続して選挙への関心を高めるための取組 げていく。 事業統合 人員

Check 3 を行う必要がある。 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：13議会・行政委員会 指 標 名 適正な事務の執行（指標設定しない） 指　　標 － 新規 ○ ソフト 事務事業コード 255

○基本的政策：02適正な選挙の執行 指標の目標値 － 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 総務課

　 関 係 法 令 　公職選挙法、東近江市明るい選挙推進協議会補助金交付要綱 －

○ 施策 ：01選挙 市 条 例 等 作　　成　　者 塚本　修司

事務事業名 　東近江市明るい選挙推進協議会による選挙に係る常時啓発を行うとともに、委員への研修を行いま
関連計画す。

選挙啓発事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 010000
算

款   項   目 020402

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　東近江市明るい選挙推進協議会の運営 １　東近江市明るい選挙推進協議会の運営 １　東近江市明るい選挙推進協議会の運営 １　東近江市明るい選挙推進協議会の運営
　・明るい選挙推進啓発ポスター等の募集 　・明るい選挙推進啓発ポスター等の募集 　・明るい選挙推進啓発ポスター等の募集 　・明るい選挙推進啓発ポスター等の募集
　　ポスターの部　小学生１人　中学生52人    
 　   
　・選挙時における啓発活動   ・選挙時における啓発活動　 　・選挙時における啓発活動　 　・選挙時における啓発活動　
　　ポスター、横断幕、のぼり旗、看板、SNS広告 　 　 　
　　  　  
　・学校への出前講座　６校 　・学校への出前講座 　・学校への出前講座 　・学校への出前講座
　　八日市北小、市原小、愛東南小、愛東北小、 　  　

主な事業内容 　　能登川北小、蒲生西小    
　    

（年次計画） 　・選挙備品の貸出し 　・選挙備品の貸出し 　・選挙備品の貸出し 　・選挙備品の貸出し
　　中学校　　　　４校    

Plan 1 　　高


